
「しものせ木」木材利用促進事業費補助金交付要綱

令和５年９月１２日制定

令和６年３月３１日改正

（趣旨）

第１条 この要綱は、事業者による主体的な販路拡大を促進し、下関産木材の

活用と販売促進を図るため、下関産木材を活用した「木工製品」の市販化に

向けた取組に要する経費の一部を補助する「しものせ木」木材利用促進事業

費補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、必要な事項を定めるも

のとする。

（補助の対象）

第２条 補助金の交付の対象となる事業者（以下「補助対象事業者」という。）

は、次に掲げる要件の全てを満たす者とする。

（１）下関産木材を活用した「木工製品」を製作する事業者であること。

（２）市内に本店又は主たる事業所を有する事業者であること。

２ 市長は、次項に規定する補助対象事業を行う補助対象事業者に対して、そ

の実施に必要な経費の一部について、補助金を交付する。

３ 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、下

関産木材を活用した「木工製品」の市販化に向けた事業とし、補助の対象と

なる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助額は、別表に定めると

おりとする。

（補助金の交付申請）

第３条 補助金の交付を受けようとする補助対象事業者は、「しものせ木」木

材利用促進事業費補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添

えて、これを市長に提出しなければならない。ただし、市長がその添付の必

要がないと認める書類については、これを省略させることができる。



（１）事業計画書（様式第２号（その１））

（２）収支予算書（様式第３号）

（３）財務諸表（最新決算年度の貸借対照表、損益計算書）

（４）登記事項証明書（法人格を有しない場合は、目的、名称、所在地、資

産の総額並びに代表者の氏名及び住所を記載した書類）

（５）市税の滞納がない旨の証明書の写し（本市に対して納税義務がない場

合は、本社が所在する市区町村が発行する滞納のない証明書の写しを添

付すること。）

（補助金の交付決定）

第４条 市長は、前条の規定による申請があった場合において、その内容を審

査し、補助金を交付することが適当であると認めるときは、予算の範囲内に

おいて、補助金の交付を決定するもののとする。

（決定の通知）

第５条 市長は、前条の規定により補助金の交付を決定したときは、その旨を「しもの

せ木」木材利用促進事業費補助金交付決定通知書（様式第４号）により通知す

るものとする。この場合において、市長は、当該補助金の交付の目的を達成す

るため必要があると認めるときは、補助金の交付の決定に条件を付することが

できる。

２ 市長は、前条の規定による審査により、補助金の交付が適当でないと認め

るときは、補助金を交付しない旨を当該補助金の交付の申請をした者に通知

するものとする。

（申請の取り下げ）

第６条 前条第１項の規定による通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、当該通知を受けた後に補助対象事業を中止し、又は廃止しようとすると

きは、書面により当該補助対象事業に係る補助金の交付の申請を取り下げる

ことができる。

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の



交付の決定は、なかったものとみなす。

（事業計画の変更及び承認）

第７条 補助事業者は、事業計画の内容を変更しようとするときは、「しもの

せ木」木材利用促進事業計画変更承認申請書（様式第５号）に第３条各号に

掲げる書類（当該変更に係るものに限る。）を添えて、これを市長に提出し、

その承認を受けなければならない。

２ 市長は、前項の申請書の提出を受けた場合には、事業計画の変更を承認し、

又はこれに伴う補助金の交付額を変更することができる。この場合において、

市長は、「しものせ木」木材利用促進事業計画変更承認通知書（様式第６号）

又は「しものせ木」木材利用促進事業費補助金変更交付決定通知書（様式第

７号）により通知するものとする。

（事業の実績報告）

第８条 補助事業者は、補助対象事業を完了したときは、その完了の日から起

算して２０日を経過した日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日まで

に「しものせ木」木材利用促進事業費実績報告書（様式第８号）に次に掲げ

る書類等を添えて、これを市長に提出しなければならない。

（１）事業実績書（様式第２号（その２）)

（２）収支決算書（様式第３号）

（３）製作した木工品

（４）製作した木工品の販売先店舗の資料

（補助金の額の確定）

第９条 市長は、前条の規定による報告があった場合において、その内容を審

査し、及び必要に応じて調査等を行い、補助金を交付することが適当である

と認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、「しものせ木」木材利用

促進事業費補助金交付確定通知書（様式第９号）により当該補助事業者に通

知するものとする。



（是正のための措置）

第１０条 市長は、前条の規定による審査の結果、補助対象事業の成果が補助

金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、

当該補助対象事業について、これに適合させるための措置をとるべきことを

当該補助事業者に対して指示することができる。

２ 第８条の規定は、前項の規定による指示に従って行う補助対象事業につい

て準用する。

（補助金の請求及び交付）

第１１条 第９条の規定による通知を受けた補助事業者は、補助金の交付を受

けようとするときは、「しものせ木」木材利用促進事業費補助金請求書（様

式第１０号）を市長に提出しなければならない。

２ 市長は、前項の規定により請求書の提出を受けた場合において、これを審

査し、適当であると認めるときは、補助事業者に当該請求額を交付するもの

とする。

３ 市長は、必要があると認めるときは、第５条第１項の規定による通知に係る金額の範

囲内で、補助事業者の請求に基づき、概算払により補助金を交付することができる。

４ 補助事業者は、前項の概算払により補助金の交付を受けようとするときは、「しもの

せ木」木材利用促進事業費補助金概算払請求書（様式第１０号）を市長に提出しなけれ

ばならない。

５ 市長は、概算払を行った補助金について、第９条の規定により確定した補助金の額を

もって当該補助金の精算を行い、不足があるときはその請求及び交付については第１項

及び第２項の規定を準用し、過払があるときは速やかにその額を返還させるものとする。

（関係書類の整備等）

第１２条 補助事業者は、補助対象事業の実施状況及び経費の収支に関する帳

簿その他関係書類を整備し、当該補助対象事業の完了した日の属する会計年

度の翌年度の初日から起算して５年間これを保管しなければならない。

（決定の取消し及び補助金の返還）

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助



金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

（２）補助金を他の用途に使用したとき。

（３）補助金の交付の決定の内容若しくはこれに付した条件に違反したとき、

又は市長の指示に従わなかったとき。

（４）この要綱に違反したとき。

（５）不適当な方法で補助対象事業が実施されているとき。

（６）その他市長が補助金を交付することが適当でないと認めたとき。

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、

その取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付しているときは、補助事業

者に対し、期限を定めてその返還を命ずる。

（財産の処分の制限）

第１４条 補助事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財

産を、市長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡

し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、補助事業者

が補助金の全部に相当する金額を市に納付した場合又は市長が別に定める期

間を経過した場合は、この限りでない。

（検査等）

第１５条 市長は、必要があると認めるときは、補助対象事業者に対し質問を

し、報告を求め、若しくは補助対象事業の施行に関し必要な指示をし、又は

第１２条の帳簿その他関係書類について検査をすることができる。

（補助金の流用の禁止）

第１６条 補助事業者は、交付を受けた補助金を他の用途に流用してはならな

い。

（その他）

第１７条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、



市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和５年９月１２日から施行する。

（この要綱の失効）

２ この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、令和６

年度以前の予算に係る補助金（同年度の予算で翌年度に繰り越したものに係

る補助金を含む。）の取扱いについては、この要綱は、同日後もなおその効

力を有する。

附 則

この要綱は、令和６年３月３１日から適用する。



別表

備考

１ 機器・設備の購入・リース代は、新商品の開発等に必要不可欠なもの (購入・

リース金額の合計額が30万円を超えない部分に限る。 )で、かつ、補助対象経

費総額の2分の1の額を上限とする。

２ 委託・外注費は、総額が100万円以上の場合にあっては50万円を上限とし、

補助対象経費の総額が100万円未満の場合にあっては当該総額の2分の1の額を

上限とする。

３ 補助対象経費には、消費税及び地方消費税相当額を含まないものとする。

４ 補助対象経費に該当する経費であっても、販売経費については、補助対象外

とする。

５ 補助対象経費に該当する経費であっても、本市の他の補助制度の適用を受け

た場合、重複する補助対象経費については、補助対象外とする。

６ 国庫補助金等本市以外の他の補助金・助成金等の適用を受けた場合、当該交

付決定を受けた補助金・助成金等の額を除いた額を補助対象経費とする。

補助対象経費 補助額

〇補助対象事業者が下関産木材を活用した「木工製品」

の市販化に向けた事業に要する経費

（市場等調査費、専門家等への謝金・賃金・旅費、製作

に伴う原材料費、機器・設備の購入・リース代、委託・

外注費、展示会出店料、使用料、資材購入費、通信運搬

費、広告宣伝費、手数料、使用料、消耗品費等）

補助対象経費の 10／10 以内(1,000

円未満の端数が生じるときは、これ

を切り捨てる。）で１補助対象事業

者当たり上限 100 万円とする。



様式第１号（第３条関係）

年 月 日

（宛先）下関市長

申請者 所 在 地

名 称

代表者名

「しものせ木」木材利用促進事業費補助金交付申請書

「しものせ木」木材利用促進事業費補助金の交付を受けたいので、「しもの

せ木」木材利用促進事業費補助金交付要綱第３条の規定により、下記のとおり

書類を添えて申請します。

記

１ 補助金の交付申請額

２ 添付書類

（１）事業計画書（様式第２号）

（２）収支予算書（様式第３号）

（３）財務諸表（最新決算年度の貸借対照表、損益計算書）

（４）登記事項証明書（法人格を有しない場合は、目的、名称、所在地、資産

の総額並びに代表者の氏名及び住所を記載した書類）

（５）市税の滞納がない旨の証明書の写し（本市に対して納税義務がない場合は、

本社が所在する市区町村が発行する滞納のない証明書の写しを添付するこ

と。）



様式第２号(その１)（第３条関係）

１．概要

※消費税及び地方消費税相当額は除いて記載すること。
※１，０００円未満の端数が生じるときは、これを切り捨てて記載すること。

２．事業計画内容

事業計画書

事業名

事業概要

事業期間 　年　　月　　　～　　年　　月　

総事業費 円 補助金申請額 円

対象経費 金額（円） 比率 積算内訳

謝金

旅費

賃金

原材料費

機器・リース費

委託・外注費

その他

計 100%

（１）計画概要

（２）市場性（ニーズ、規模、販売方法ルート、ターゲット、価格）

（３）開発予定の木工品の内容

（４）開発予定の木工品の使用樹種・調達予定先

（５）開発した製品の販売先店舗の検討状況（３店舗以上の計画とすること。）

（６）開発した製品の販売先のホームページ

事業費



様式第２号（その２）（第８条関係）

１．概要

※消費税及び地方消費税相当額は除いて記載すること。
※１，０００円未満の端数が生じるときは、これを切り捨てて記載すること。

２．事業実績内容

事業実績書

事業名

事業概要

事業期間 　年　　月　　日　～　　年　　月　　日

総事業費 円 補助金申請額 円

対象経費 金額（円） 比率 積算内訳

謝金

旅費

賃金

原材料費

機器・リース費

委託・外注費

その他

計 100%

（１）事業実績内容

（２）開発した木工品の内容

（３）開発した木工品の使用樹種・調達先

（４）開発した製品の販売先店舗の状況

（５）今後の事業化への計画及び課題

事業費



様式第３号（第３条、第８条関係）

収支（予算・決算）書

１ 収 入

２ 支 出

区 分 （予算・決算）額 備 考

補 助 金

自己負担額

区 分 （予算・決算）額 備 考



様式第４号（第５条関係）

第 号

年 月 日

様

下関市長 □印

「しものせ木」木材利用促進事業費補助金交付決定通知書

年 月 日付けで申請のあった「しものせ木」木材利用促進事業費補

助金については、下記のとおり交付を決定したので、「しものせ木」木材利用

促進事業費補助金交付要綱第５条の規定により通知します。

記

１ 補助金交付決定額 金 円

２ 交付条件

３ その他

「しものせ木」木材利用促進事業費補助金交付要綱の規定に違反したとき

は、補助金の全部又は一部を返還させることがあります。



様式第５号（第７条関係）

年 月 日

（宛先）下関市長

申請者 所 在 地

名 称

代表者名

「しものせ木」木材利用促進事業計画変更承認申請書

年 月 日付け第 号で交付の決定を受けた「しものせ木」木

材利用促進事業費補助金について、事業計画の内容を下記のとおり変更したいので、

「しものせ木」木材利用促進事業費補助金交付要綱第７条第１項の規定により申請

します。

記

１ 変更の理由

２ 変更の内容

（注）「しものせ木」木材利用促進事業費補助金交付要綱第３条各号に掲げる書類（当該

変更に係るものに限る。）を添付し、変更前を上段に、変更後を下段に二段書きする

こと。



様式第６号（第７条関係）

第 号

年 月 日

様

下関市長 □印

「しものせ木」木材利用促進事業計画変更承認通知書

年 月 日付けで変更承認申請のあった事業計画については、「しものせ木」木

材利用促進事業費補助金交付要綱第７条第２項の規定により、変更を承認します。



様式第７号（第７条関係）

第 号

年 月 日

様

下関市長 □印

「しものせ木」木材利用促進事業費補助金変更交付決定通知書

年 月 日付けで変更申請のあった事業計画については、「しものせ木」木材利

用促進事業費補助金交付要綱第７条第２項の規定により変更を承認し、「しものせ木」

木材利用促進事業費補助金については、下記のとおり交付決定額を変更しましたので、

「しものせ木」木材利用促進事業費補助金交付要綱第７条第２項の規定により

通知します。

記

１ 交付決定額 金 円

２ 今回変更額（減額・増額） 金 円

３ 変更決定額 金 円



様式第８号（第８条関係）

年 月 日

（宛先）下関市長

申請者 所 在 地

名 称

代表者名

「しものせ木」木材利用促進事業費実績報告書

年 月 日付け第 号で交付の決定を受けた「しものせ木」木材利用

促進事業費補助金について、補助対象事業を完了しましたので、「しものせ木」木材

利用促進事業費補助金交付要綱第８条の規定により、下記の書類を添えて報告します。

記

１ 補助金の実績額

２ 補助対象事業の完了年月日

３ 添付資料

（１） 事業実績書（第２号様式）

（２） 収支決算書（第３号様式）

（３） 事業で製作した木工品

（４） 製作した木工品の販売先店舗の資料



様式第９号（第９条関係）

第 号

年 月 日

様

下関市長 □印

「しものせ木」木材利用促進事業費補助金交付確定通知書

年 月 日付けで実績報告のあった「しものせ木」木材利用促進事業費補助

金について、下記のとおり補助金額を確定したので、「しものせ木」木材利用促進事業

費補助金交付要綱第９条の規定により通知します。

記

補助金交付確定額 金 円



様式第１０号（第１１条関係）

年 月 日

（宛先）下関市長

申請者 所 在 地

名 称

代表者名

「しものせ木」木材利用促進事業費補助金（概算払）請求書

年 月 日付け第 号で交付額の確定を受けた「しものせ木」木材利用促進

事業費補助金について、「しものせ木」木材利用促進事業費補助金交付要綱第１１条の規

定により、下記のとおり請求します。

記

１ 請求額及び内訳

２ 振込先

総 事 業 費 市 補 助 金 既 受 領 額 今回請求額 残 額


